
（２案） 

令和７年度秋田県農業委員会大会 

資     料 

日 時 ： 令和７年１１月１日（土） 

午後１時開会 

場 所 ： 湯沢市「湯沢文化会館 大ホール」 

主  催 (一社)秋田県農業会議 

共  催 市町村農業委員会 
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【議案第１号】 

食料･農業･農村計画に基づく施策の着実な実践に向けた

政策提案（案） 

現在のわが国の農業・農村は、国内外における大きな情勢変化に直面

し、農政の重大な転換期を迎えている。とりわけ、今後さらに後継者不

足と高齢化が急速に進むことが危惧されるなど、待ったなしの深刻な状

況となっている。 

こうした中、政府は４月に閣議決定した「食料・農業・農村基本計画」

の実効性を高めるため、初動の５年間を「農業構造転換集中期間」とし

て施策を集中的に実施するとしている。 

これらの施策を効果的に推進させるためには、地域の実情を十分に踏

まえ、地域計画における目標地図を完成させるまでの行程を推し進める

内容でなければならない。 

このため、地域計画の実現やブラッシュアップに向け組織をあげて取

り組む農業委員会組織として、現場に精通する農業委員、農地利用最適

化推進委員の声を結集し、今後の施策の着実な実践に向け、以下の通り

政策提案を行うものとする。 

１．農業構造転換集中期間における施策の実効性の確保 

（１）集中期間における大型予算の確実な確保

農業構造転換集中期間における多様な農業者を支援する施策は抜本的に拡

充することを前提とし、従来予算の別枠で必要な予算（2 兆 5000 億円）を５

年間確実に確保すること。また、資材費・人件費等の影響が生じた際には、

それを反映させた予算とすること。  

（２）農業農村整備対策の促進

ほ場の大区画化や排水対策、老朽化した農業用水利施設の更新は、スマー

ト農業技術の導入促進も欠かせないことから、十分な予算を確実に確保し、
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その取組を加速させること。 

   また、ほ場整備事業の実施にあたっては、高収益作物への転換等により収

益性を 20％向上させることが採択要件となっているが、担い手不足は急速に

進んでおり、高収益作物の生産が困難な地域も多くあることから、農地保全

の観点からも、大豆、麦類に加え飼料用作物の生産なども対象とするなど、

地域の実態に合った取組でも採択されるよう要件を見直すこと。  

 

（３）スマート農業機械・設備導入に対する支援の拡充 

スマート農業の導入により作業の効率化・省力化を進め、担い手やサービス

事業体の確保・育成に結び付けていくことが重要であることから、現場導入の

ための環境整備を支援するとともに、導入にあたっての負担軽減措置を講ずる

こと。 

また、スマート農業機械等の低価格化を引き続き推進するとともに、特に中

山間地域の中小規模農家の作業負担軽減のためのスマート機械導入について

も支援すること。 

 

（４）合理的な価格形成の実現と国民理解の醸成 

   合理的な価格の形成に向け、客観的かつ透明性の高いコスト指標を作成す

る対象品目の拡大を図りつつ早期に実効性を確保するとともに、流通段階の

改革にも合わせて取り組むこと。 

   また、消費者に対して、合理的な価格形成に向けた理解の醸成と、国産農

畜産物の消費拡大に向けた行動を促すための情報発信を強力に展開すること。 

 

（５）農業生産資材等高騰対策の充実 

   肥料・飼料や農機具等は今後も価格の高騰や高止まりが続くものと懸念さ 

  れるため、農業者が安心して農業経営を継続できるよう、農業生産資材や物 

  流コストの高騰対策を継続・拡充して講じること。 

 

 

２．農村を担う者の確保と経営支援 

（１）「農業を担う者」および「多様な農業者」への支援  

   農業を担う者を対象とした各種補助事業の採択要件については、条件不利

農地や荒廃農地の引き受け、雇用労働者の定着といった、今後益々重要とな

る地域農業の維持に関する評価項目を要件とする仕組みを検討すること。 

   また、「多様な農業者」については、その特性と役割に応じた施策を措置す

ること。 
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（２）農業法人等の確保・育成             

   ほ場整備事業の推進等により農業法人が増加しているが、法人の設立にあ 

  たっては、経営管理ノウハウの習得とともに初期投資への対応など、経営が 

  軌道に乗るまでに様々な課題を解決していく必要がある。 

   このため、機械等の初期投資なども含めた農業法人の設立・育成にあたっ 

  て直面する様々な課題の解決を図るための事業の充分な予算を確保すること。 

 

（３）新規就農に係る予算の確保と拡充 

「就農準備資金」「経営開始資金」は家族構成に応じた段階的な金額設定な

ど、支援内容を拡充するとともに、「青年等就農資金」「雇用就農資金」を加え

たこれら資金は、新規就農者の確保・育成に効果が高いことから、希望者が確

実に利用できるよう引き続き十分な予算を確保すること。 

 

 

３．農村政策等の強化 

（１）有害鳥獣被害対策の強化     

今年はクマの市街地など人の生活圏での出没がこれまでに増して頻発し、

それに伴う人身事故や農作物被害も多発している。国は有害鳥獣被害対策と

してクマを「指定管理鳥獣」に指定し、地方自治体も捕獲や被害対策に取り

組んでいるが、これまでの対策・対応では対処しきれない新たなフェーズに

入ったといっても過言ではない。 

この冬にかけても山におけるブナの実の大凶作が予測されており、餌を求

めて人里に出没するこの傾向は続くとみられることから、地域住民の日常生

活や農業者の作業中の安全の確保を第一義に据え、次の点について可及的か

つ速やかに追加で対策を講ずること。 

  ① 人の生活圏に定着する個体が増えていることから、クマの個体数を減ら

す対策を強化すること。 

    また、「指定管理鳥獣対策事業交付金」の予算を十分に確保するととも

に、地方自治体等が現場で行う地域のリーダーや狩猟免許の取得を含む若

手捕獲技術者等の人材確保・育成のための取組を後押しすること。 

  ② 現場における緊急銃猟にかかる判断基準を明確に示し、市町村が適正か

つ迅速に運用できるような制度を構築すること。 

③ 農作物や家畜への被害を防止するため、「鳥獣被害防止総合対策交付金」

の予算を十分に確保すること。 

④ 有害鳥獣駆除後のジビエの利活用のための処理加工施設の更なる整備、 
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需要拡大への支援を行うこと。 

⑤ 捕獲について過剰な批判が寄せられないよう、報道機関に対し、被害者の

怪我の程度等をより分かりやすく報道し、被害の大きさと捕獲対応の必要性

を広く社会へ伝えるよう要請すること。 

（２）条件不利地域への支援強化

農業・農村の有する多面的機能を次世代に引き継ぐため、中山間地域を含む

条件不利地域においては、地域の共同活動等による適切な保全管理を進めると

ともに、地域の農業を維持・管理していくには兼業農家等の存在が欠かせない

ことから、地域の中心経営体に限らず兼業農家等を含む多様な経営体が営農を

継続できるよう支援すること。  

４．農地政策の強化 

（１）相続未登記（所有者不明）農地、土地持ち非農家（不在村地主）の農

地対策の推進 

 令和６年４月からの相続登記の義務化を踏まえ、その周知の徹底を図ると 

ともに、所有者不明農地の発生防止等の取組を支援する予算について確保す 

ること。 

 また、何代にもわたり登記をしていない等、現在の所有者だけの責任とは 

言えない事案もあることから、相続登記の手続きや費用の助成など（登録免 

許税の減免等）支援措置の充実を図ること。 

５．「地域計画」を推進する農業委員会組織等への支援 

（１）「地域計画」の実行に向けた体制整備

地域計画の実現・ブラッシュアップのためには、地域の話し合いを基本と

した継続的な取り組みが必要なため、話し合いにかかる経費については補助 

事業で予算措置し、市町村、関係機関・団体及び農業者が計画の実現状況を 

共有できるようにすること。 

また、これらを推進するにあたり、農業委員会組織の役割と任務、権能等 

を明らかにするとともに、体制の強化と予算を確保すること。 
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（２）「地域計画」の実行を担う農業委員会組織に対する支援 

農業委員会が「地域計画」の実行を担い、農地利用の最適化等の期待される

役割を確実に果たせるよう、農業委員会交付金、農業委員会ネットワーク機構

負担金、農地利用最適化交付金、機構集積支援事業の予算を確保すること。 

また、令和７年度より取り組んでいる所有者不明農地対策事業は支援地域を

拡大するなど充実させること。 

 

（３）農業委員と農地利用最適化推進委員の併存配置の見直し 

   農業委員会は地域計画の実現やブラッシュアップに向けて一層現場活動に 

  取り組む必要があるが、農業委員と農地利用最適化推進委員の立場や役割等 

  の違いにより、一体的な運営に支障が生じているため、両委員の設置の在り 

  方を見直すこと。 

   また、見直しに当たっては、委員数が減少しないよう現在の農業委員と推 

  進委員を合わせた人数の確保を前提に、実効性が維持される制度とすること。 
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議案第２号②齋藤副会長直し

【議案第２号】 

新たな水田農業政策の確立に向けた緊急要請（案） 

「令和のコメ騒動」と言われる昨年から続く米不足と米価の高騰は、

生産者には再生産が可能となる価格となった一方で、消費者には家計に

多大な影響と混乱をもたらした。 

加えて、これらの混乱が表面化したことにより、これまでの作況調査

の精度や在庫量の把握、備蓄制度の在り方など、米の需給や流通の見通

しなどを巡って、多くの課題も浮き彫りとなった。 

こうした中、政府は米の増産について舵を切ると表明したが、供給過

剰による米価の暴落リスクに加え、令和９年度以降の水田政策の不透明

感など、懸念される多くの課題に直面し、多くの農家は今後の営農を継

続するにあたり大きな不安を抱いている。 

このような状況を踏まえ、生産者・消費者双方の理解が得られる適正

な価格形成と併せ、将来にわたり水田農業が持続・発展可能なものとな

る新たな水田農業政策の確立について、政府・国会に対して強く要請す

る。 

１．米の需要を踏まえた増産対策の推進 

 国は米の増産に舵を切るとの方針を示したが、安易な生産量の増加は、市場

への供給過剰を招き米価の暴落に直結しかねないことから、より精度の高い需

給予測に基づく生産・供給体制を実現すること。 

 また、政府備蓄米について、その放出と買入の発動基準を明確化するととも

に、ＭＡ米については、国産米の需給に影響を与えないよう、更なる輸入拡大

を行わないこと。 

２．新たな水田政策の実現 

（１）米の適正な価格形成の早期実現

食料システム法に基づく米のコスト指標の策定にあたっては、地域別・品目

別に客観的かつ透明性の高い算定基準とし、再生産価格を確保できる価格水準

とすること。 
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併せて、関係者の意見を十分に踏まえたものとし、流通段階の改革等を進め、

持続可能で実効性のあるものとすること。 

（２）水田農業の安定に向けた対策の強化

米の増産を踏まえた新たな直接支払い交付金の導入にあたっては、米の生

産・供給の安定化に向け引き続き飼料用米等による需給調整機能を堅持したも

のとするとともに、中山間地域における生産や農地の維持に十分配慮したもの

とすること。 

また、米価下落時におけるセーフティーネットとなる経営安定対策の充実と

強化を図ること。 

加えて、これまで畑地化支援に取り組んだ農業者が不利益を被ることがない

よう制度設計すること。 
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